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19世紀識訪地方の農村経済と人CT

斎 藤 修

I 序 論 歴 史 に お け る 経 済 と 人 口

マルサスの『人口論』以来，経済と人口との相互依序関係は経済史の主要トピックの一'3であっ

た。 とくに歴史人口学の確立以降，西欧の経済史学界ではこの問題について数多くの地域研究が積

重ねられてきている。最近関心を集めているプロト工業化論も，そのような蓄積の上にたって綜合
( 1)

化を行おうとする一つの試みと看なすことができよう。

本稿は， この相互依存関係のうち，経済が人口に与える影響の側面を，德川後期から明治初年の 

課訪地方を対象として検討しようとするものであるが，その前に， まず問題の所在を明確にしてお 

かなけれぱならない。

経済が人口に与える影響といっても，それにはま々なチャンネルを通しての影響が考えられる。

人口についていえぱ，死亡率への影響と出生率への影響とを区別しなけれぱならない。前者が人口

増加 に た い す る 「積極的」制限であり，狭 義 の rマルサス的」社会とはこの制限が効いている社会

のことをいう。 この影響のチャンネルは， どのようなグループの死亡率かによってさらに分類でき

るが，ここでは，マルサス自身， r子供の死亡率」が経済ととくに密接な関係をもつと考えていた
( 2 )

ことに注意をしておくにとどめる。

出生率への影響としては，直接的と間接的とを区別しうる。前者はさらに，人為的制限，すなわ

ち産児制限による場合と， 自然出産力を変化させることによって出生率を変化させる場合とに分け

られる。 こ の 「自然」出產力という言葉は，生物学的あるいは生理学的に固定した値があるかのよ

うな印象を与えるが，それが，文 化 的 • 社 会 的 • 経済的状態によって変化しうる「変数J であるこ
(3)

とは，強調されてよい。 ___________

* 本稿は，1981年度文部省科学研究費に基く研究成果の一部である。なお，昨年度，筆者の学部研究会A 班は頸訪地方を対 

象に共同研究を行ったが，その際に学生諸君が収集• 整理した資料は，本稿作成にあたって有益であった。また草稿段階で 

は，速水融. 西川俊作両教授よりコメントを頂いた。これらの方々に深謝の意を表する。

注（1) 欧米のプロト工業{匕論を展望した論文としては，杳藤（1982)をみよ。また，Medick (1976)をも参照。

( 2 ) マ ル サ ス （1798/1962), 60；! ：。

( 3 ) Easterlin (1978), pp. 71 ff.
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最後に，間接的なチャンネルとは，結婚年齢•有配偶率を通じて出生率をコントロールするもの

をいう。マ ル サ ス の 「予防的」制限がこれにあたる。彼の時代までの西欧社会，.とりわけ英国にお

いて， このチャンネルを通じての調整が実際に機能していたことは， これまでの研究によって確め
( 4 )

られている。

次に，経済の側でも分類が必要である。マルサスが人口にたいする経済的影響というとき，彼は

「生活資料」ないしは食糧の多寡を問題としていた。そして，食糧摂取を増加させる要因として，

け)実質賃金の増大，（H)消費内容の変化—— より安価でカロリーの高い食物（たとえぱジャガイモ）の

採用，者侈品の節約など，卸 「より多くの賃仕事と女子および子供のより一般的な雇用」，（iv)救貧

手当， とを考慮すべきだと考えていた。

このリストからも明らかなように，マルサスは，人口再生産の単位として賃金労働者の家族のみを 
( 5)

想定していた。たしかに英■ の場合には，それはそれでよかったかもしれない。 しかし工業化以前 

の社会一般を対象とするとき，自営業者，とりわけ農民の家族を無視するわけにはゆかないであろうC 

マルサスがあげた要因の大部分は， もちろん農家世帯についても適用できる。ジャガイモの採用 

や救貧手当ぱ同様の効果をもったと考えうるし，実質賃金の増加は農業収獲高の増大と読みかえれ 

ぱよい。マルサスのリストに付け加える必要があり， また家族形成への影響を考える上でとくに重 

要なのは，^4土地取得の可能性と(vi)兼業であろう。後者は，世帯主が商業.運送業などを兼業すろ 

場合と，上 記 卸 の 「賃仕享J や 「女子および子供の雇用J が家内工業的副業の形態をとる場合とに 

分けて考えることができる。

このようにみてくると， プロト工業化論のもつ意味がはっきりしてくる。それは，産業革命に先 

立つ時代において，主穀生産に不適当な，土地拡大の余地がない農村地咸で，農村家内工業化が， 

家族形成， とりわけ女子の結婚年齢への影響を通して出生率を上昇させる， というメカニズムを重 

視しているのである。換言すれば，主穀生産増大の人口成長への効果は小さく，農村工業化の死亡 

率および自然出産力への影響も無視しうるほどであったと主張しているのである。 また家族形成に 

ついても，男子が家内工業以外の諸活動（それらは農村工業化の産物かもしれない）へ従事することに 

よって世帯の分立を促進する可能性は考慮されていないのである。

このようなプロト工業化論の図式は，西 欧 （典型的にはフランドル） 以外の地域についてもあては 

まるであろうか。 日本の場合，たしかに産業革命以前に農村工業の展開と人口成長の開始とが観察 

されるが，その因式の適用は可能であろう力、。

この点について筆者は，別な機会に，明治初年の全国データの検討に基き，否定的な見解を述ぺ

「三田学会雑誌J 75卷 3 号 （1982年6 月）

注（4 ) たとえぱ，Wrigley & Schofield (1981), pp. 313 ff, 421ff. 

( 5 ) マルサス（1820/1968)下，33頁。
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19世紀調訪地方の農村経済と人口

ておいた。本稿は，その結論を地域レペルの観察によって補強し，併せて，主穀生産増加の自然旧 

産力への影響や，農村工業化の波及効果が男子の家族形成行動へ与える影響も無視できない， とい 

うことを示唆しようとするものである。

(6)

I 19世紀の諷訪地方

ここで諷訪地方をとくに選んだ理由は3 っある。第一に，そこは德川後期以来生糸の産地であり， 

安政開港をきっかけに急激な発展をとげ，明治期には工場化をみる地域である。その意味で，わが 

国においてもっともrプロト工業地域」 らしいところといえよう。第二に， 日本において最初の本 

格的な歴史人口学的研究の対象が， この地方であった（速水，1973)。すなわち， 明治以前の人口変 

動の内容がもっとも良くわかっている地域なのである。

第三に，従来からその製糸業の発展と人口増加とが当然のこととして結びっけられて考えられて 

きた。『平野村誌』（1932) は っ と に r本村戸口の増加は製糸業の発達に伴ひ著しいものがある」（上 

巻，152 頁） と記していたし，速水教授も前記の雁史人口学的研究のなかで， 幕末期の増加傾向は 

「あきらかに岡谷下諷訪地区を中心とする颗訪製糸業の発展と関連がある」（228頁） と述べている。 

同じ著者は最近の論文（1981)で， 製糸業との関連はこの地方にのみ見い出せる現象ではなく， も 

っと一般的なものだとして，人口が全国的増勢に転じたのは，1846 (弘化3) 年 以 降 r空白の四半世 

紀のどこか」であったが，そ れ は 「人口増大の主役」の転換，すなわち西日本から東日本， とりわ 

け 養 香 • 製糸業地帯への転換を伴っていたと述べている。それゆえ，調訪の素材を，前節で提示し 

た梓組によって再検討してみるのは興味深いことといえよう。

この製糸業との関連という点は，人口変動と産業発展のクロノ ロジィを対比させてみても，たし 

かにいえそうにみえる。諷訪郡全体の人口がはっきりと増勢へと向うのは1840年代であるが，製糸 

業の中心地であった諫訪湖西岸地区のみをみると，19世紀に入る直前から増加が始まり，幕末に加
(7)

速化していることがわかる。 このような2 段階の人口増加は，その地区のなかでももっとも製糸業

者の多かった平野村（後の岡谷市）においても看てとることができる（因 1) 。

製糸業の発展にとって最大の画期が安政開港にあったことは，疑う余地ない。 しかし，それ以前

においても，調訪の生糸は決して地方的市場のための物産ではなかった。近江商人がこの地方に糸

取引のため入り込んできたのは安永年間（1770年代)，「登せ糸」の記録が初めてみられるのは1794 
( 8 ) .

(寛政6 ) 年であるから， 18世紀末の頃より域外市場への進出とそれに伴う生産拡大があったとみ

注〔6) Saito (1981/82).この論文は日本語訳のうえ，本年末に日本経済新聞社より刊行される『数量経済史論集3』に， 

速水（1981)とともに再録される予定。

( 7 ) 速水（1973), 20-1頁。

( 8 ) 平野村(1932)下巻，15頁。
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r三田学会雑誌j 75卷 3号 （I982年6月） 

図1 平野村の人口趨勢，172レ1913年

資料：平野村（1932)上巻，137-46,152-5更。

1 ) 1871年以前は宗門人別改帖ペース，1872年以降は本籍人口。

2 ) 欠年がある場合でも実線セ結んである。

てよいであろう。

颗 訪 藩 が 養 養 • 製糸業へ眼を向けるようになったのも， やはり18世紀後半からであった。 1768 

(明和5) 年，蘭の生産にたいして運上を課す旨の触言が発せられており，1824 (文政7) 年になる 

と積極的な養嘉奨励のために桑苗無償交布すら行われている。翌年，間下村武居代次郎が藩より御 

用金調達の内命をうけたときの答申書には，「殊に近年御上様《<̂ 思召ヲ以桑苗等迄被下置候故，人  々

養重に心ヲ入，当年杯ハA , 九千雨も糸金御領分へ入金二相成申候，尤他所_<^武千両前後まゆ買入 

可有之哉，糸引賃も七，八百雨子供稼仕候……J とあり，生糸生産量が8,000雨以上，そのために
C9)

は地場の藤だけでは足りず他領から購入しなけれぱならないほどの生産規模であったことがわかる。

製糸が行われていたのは，調訪のうちでも岡谷を中心とする調訪湖西北岸（下筋）と東南岸(中筋）

の地区であるが，兩地区の石高は合計2 万 1 千石，当時の江戸米価は1 石 = 1 兩であったから，製

糸業だけで石高の40%ほどのウエイトをもっていたことになる。藩の表高は3 万石，内高が4 万石
(10)

であったから，藩経済全体にとっても重要な「国産」であったことがわかる。当時の生産形態は「出 

签J 方式と呼ばれ，周辺農村のr子供稼J , すなわち婦女子によって農閑の余業として営まれる填合 

が多かった。1830年代のニ製糸業者の事例でみると，糸引人の年間就労日数はきわめて短い場合が 

はとんどであったらしく， 1 人当り糸取賞は銭2 貫文前後であった。 ということは，年間糸取賃支 

払総額は700〜800両であったから，延 2,300から2,600人が糸取に従事していたことを意味する。 

当該地区の紘戸数は4,800であったので，平 均 2 軒 に 1人ということになる。賈引人の分布が，性 

• 年齢別では比較的若い層の女子に，農家クラスでは下層に偏っていたことを考えると， この1 戸

注（9 ) 以上，文* 史料は平野村（1932)下巻，12-1も 19~20頁。

( 1 0 )石高データは，1815 (文化12 )年 r御郡中高迁帳j (諷訪教育会，1966: 324-32頁）による。米価は，岩橋推計によ 

れぱ1823-27年の平均がちょうど1.0両であった（1981:464直)。
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19世紀颗訪地方の農村経済と人口

当 り 0.5人という数字は一 もとよりきわめて不確かな推測にすぎないが一 19世紀初頭にはすで
(11)

に製糸業が家内副業として相当広範囲に営まれていたことを示唆している。

このように，調訪製糸業榮展の第1 の画期が18世紀末から19世紀初頭にあったことは間違いない 

ものと思われる。そして，第 2 が安政開港である。開港後，藩では糸会所を設置するが，その史料 

によると，業者数91人，1866-67 (慶応2-3) 年にかけて年間2,163貫の産出量があり，そのうち2,155
(12) ' (13>

貫が輸出向であったことがわかる。1825年の生産量は，当時の生糸価格が1貫につき5 雨とすると，

1,600貫から1,800貫であゥたことになる;b、ら， この間に20~35%の産出増加があったわけである。

もっとも，糸会所設立願には4,500貫の生産高を示唆していたというから，1866~67年の数値はまゥ

たく過小で，生産の拡大率ももっと大きかったかもしれない。いずれにしても，輸出だけでも1825

年頃の産出量を上回っていたことから想像できるように，その増加の大部分は開港後に生じたと考

えてよい。

以上からもわかるように，製糸業もまた，人口と同じく 2 段階の発展バターンをとっていたので 

ある。一見して，両者の対応は完全であり，製糸業の発展が人口成長の引き金となった， と結論し 

てよいように思える。

しかし，そのような結論を出すのは尚早であろう。 まず第1 に，幕末期の人口増加が1840年代か 

ら50年代にかけて，すなわち開港の直前に始まっている点に疑念を生ずる。第 2 に，たとえ人口へ 

の製糸業発展の影響を認めるとしても，その人口学的メカニズムは明らかにされていない。 プロト 

工業化論の図式が適用できるかどうかは，まさにその点にかかっているのである。そこで，次節で 

は人口増加の内容をみることにしよう。

m 人 口 変 化 の 内 容

プロト工業化論によれぱ，農村工業化に伴って観察される人口増加は，巧亡率の低下というより 

は出生率の上昇に起因し，その出生率の上昇も主として結婚年齢—— とくに女子の年齢—— の低下 

家族形成の増加によって起ったのだという。そこで，19世紀の調訪において， これらの点を順次み 

てゆくことにしよう。

前節でもみたように， この地方における人口変動の1 つの画期は18世紀末であり，第 2 は1840年 

代以降であった。最初の時期，すなわち1790年から1810年までの20年間における普通出生率と普通

注( 1 1 )賃引に力、んする# 例は，1833 (天保4 ) 年清水久左衛門家と1840 (天保11)年武居代次郎家のもの。 北島（1970), 

302-6, 371頁。

( 1 2 )平野村(1932)下巻，68-9頁。

(13) 1820年代の糸価《不明。『平野村誌J に，1840-43 (天保11-14)年の価格が載っており，それによれぱ1貫につき4.5 

両から6.5両であった（下巻，53-4頁)o
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死 亡 率 を み る と （第2-1表)，前者はたしかにそれ以前の数十年の水準に比べやや高くなっているが， 

他方，後者の死亡率水準も若千低下しており，出生率水さの上昇が決定的であったとはいえない。

第 2 の時期についてもほぽ同様であるが，1820年代，30年代の死亡率が一時的にかなりの高水準に 

あっただけに，死亡率の低下の方力:40年代以降の人口増加に貢献していたといえないことはない。 

このように，出生率のスバ一 トによる人口増加という仮説にとってあまり好都合でない結果がでて 

いるが，以上はあくまでも全郡にかんする数値に基いての観察である。製糸業の中心地であった下 

筋地区ではやや異った動きがみられたかもしれない。けれども，残念ながら，サンプル.サイズが 

小さくなるためこの地区にかんする幕末期の数値は得られない。

速 水 （I973) では，横内村一村についてきわめて詳細な分析が加えられている。 横内は，下筋で 

はないが，慶応年間の糸会所記録や明治初年の民業調によれば養香. 製糸が行われていた村である。 

村レベルではサンプルが小さくなるため，大まかな時期区分による観察しかできないが，普通死亡 

率の水準が18世紀中葉以降ほとんど不変であるのにたいし，普通出生率，そしてまた婚姻出生率も， 

1770-90年を底として反転，その後は上昇傾向にあることがわかる（第8-3, 8-5因)。それゆえ，その 

かぎりでは出生率主導の人口増加ということになる。

しかし，出生コーホートによって死亡の中味を検討してみると， きわめて興味深い事実が見い出 

される。 まず，幼児死亡が19世紀初頭まで長期間にわたって顕著な低下を続けていた（第12-1図)。 

乳幼児死亡率は，一般に生活水準とかなり密接に関連するといわれているだけに， これは注目に値 

する享実である。次に，成人死亡にかんしては男女間で異った動きがみられる（第12-2表)。 ここで 

観察できるのは1776-1825年出生コーホートの45歳までであるが，女子についてはほとんどすべて 

の年齡層で低下がみられるのにたいして，男子の場合，そのような斉一的な低下はみられず，20歳 

台，30歳台では上昇傾向すらみられる。成人女子に特有な， この死亡率低下は，か な り の 部 分 r妊 

娠•出産にともなう死亡の減縮J によって説明できると速水は推測しているが（203頁)，それが正 

しけれぱ，上の事実はまた自然生産力の上昇を示唆しているといえよう。
(15)

乳幼児死亡率の低下と自然生産力の上昇は，ある条件の下では出産制限への動機となりうるし， 

事実横内では18世紀末から19世紀初めにかけて，そのような制限が行われていたと推測させる証拠 

があるのであるが（第I2-6図)，他方，その条件が消減した場合，それら2 つの変化は人口増加を導 

く要因となる。そのうち幼児死亡率には幕末期にとくに下ったという形跡がなく，むしろ若千上昇

r三田学会雑誌j 75卷 3 号 （1%2年6 月）

(14)

注〔1 4 )以下本節では，とくに断らないかぎり，人口統計数値の出所は速水（1973)である。その場合，当該の図表番号ある 

いは引用頁数のみを示し，著者名と出版年は省略する。なお，ここで中筋• 下筋というのは，同* におけるE地区.W  

地区にそれぞれ対応する。

( 1 5 )それはまた，女子の結婚年齢を押し上げるかもしれない。奏際，以下にみるように横内村女子の初婚年齢は趨勢的に 

上昇している。女子の結婚年齢と乳幼児死亡率，自然出産力との間にこのような関係があるという主張については， 

Mosk (1981)を参照。
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すらしていたようである。 これにたいして幕末期の自然出産力を知る手がかりは， .1776-1825年コ 

一ホートの35-45歳層死亡率しかないが，それは相当に顕著な低下を示しており，幕末にも自然出 

産力の上昇が統いていたことを示す証拠と考えられないことはない。

ただ，以上の検射のみではあまり強い結論を出すことはできない。そこで次に，結婚にかんする 

指標をみることにしよう。

まず有配偶率であるが， 男子26-30歳の有配偶率をみると，1720年代以降，全体として上昇煩向 

にあったことがわかる（第 5-2因)。それは，藩内各地区間の格差の縮小を伴っており，1720年代に 

は山浦地区の50%台から中筋 . 下筋両地区の30%台まで開いていたのが，1850年代にはいずれの地 

区も50%から60%を若干上回る程度に縮小した。 これにたいして女子の有配偶率は，かなり異った 

バターンを示す。 16-20歳 をとってみると，1720年代から1820年代の間，30%台前後の水準で（若 

干山型のカーヴを描く力ニ）大きな変化はなく， 幕末期にかえって低下しているのである（第5-5因)。 

1820年代から50年代にかけての低下は21-25歳層についても観察され（第 5-6図)，女子の初婚年齢 

力;，人口増加の始まった幕末期に低下するどころか，逆に上昇したことを示唆している。

平均初婚年齢にかんするデータは，横内村について得られる（第II-2因)。それによれば，男子は， 

18世 紀第3 ⑥半期と19世 紀 第2 四半期にピーク（28歳台）をもつカーヴを描き，女子は18世紀に入 

ってから単調增加バターンひ7歳から22歳へ）を示す。男子の場合，幕末期へ向って結婚年齢の低下 

があったのにたいし，女子の結婚年齢は逆に上昇したのである。

表 1 明治期平野村の出生と結婚（年平均値）

r三田学会雑誌j 75卷 3 号 （1982年6 月）

本籍人口 出生数 結婚数

1872-76年 4,474 114 (25.5) —

1883-87年 5,156 151**(29.4) 60**(11.7)

189レ95年 6,013 201**(33.4) 62**(10.3)

1900-04年 7,127* 236 (33.1) 90 (12.6)

1910-14年 8,526 2 8 1 (33.0) 118 (13.8)

資料：平野村（1932)上巻，157~8頁。

1 ) カッコは，本籍人口千人当り比率。

2) * 欠年があるため，直線補間によって5力年平均値を求めた場合。

** 4 力年平均値。

明治期に入ると，人口統計は極端に貧弱となる。表 1 は，平野村の本籍人口にかんする出生数と
(16)

結婚数とを整理したものである。1890年代前半までの出生率の參実な増加，したがって本籍人口の 

高 い 成 長 （年平均増加率1.6% )にたいして，結婚数の増加は著しく緩慢である。総人口にたいする比 

率では僅かに低下しているけれども，人口の年齢構成が変化していることを考えれば，結婚率はほ 

ほ'不変で，婚姻出生率が著しく増加したといえるかもしれない。そうであるとすれぱ，それは幕末

注( 1 6 )明治期の人口データにはかなりの届出漏があるといわれている。ただし本籍人口と現住人ロとを比べた場合，前者 

のほうが一 とくに平野村のように人口流入が多いところでは—— まだ信頼できる数値を提供してくれるであろう，
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期の趨勢の延長上にあったことになるが，いずれにしても，明治に入ってから結婚率が急上昇を示 

したということはいえないであろう。

このように，女子の結婚年齢が低下することによる出生率の上昇， というプロト工業化論が強調 

す るメカニズムは，19世紀の諷訪においてはみられなかった。 この点，もはや疑う余地がないであ 

ろう。ただし，男子の結婚年齢は低下しており，家族形成に何の変化も起こらなかったと結論する 

のは早計である。そこで，視野を少し広げて，家族形成にかんする社会学的側面をもみることにし 

よぅ。

プロト工業化論としては，Medick (1976)がこの点にかんする一般化を試みている。彼によれば，

プロト工業化時代に一般的に観察される現象として世帯規模の上昇があるという。それは，結婚年

齢 の 低 下 （さらには労働力としての子供への期待）によって出生率が高まり，その結果として世帯当り

子供数が増えるからであるが，その他にも2 つの理由が考えられる。第 1 は，傍系親族の同居であ

る。 これは，親世代との同居，あるいは家族をもつ兄弟同士の同居というよりは， ライフ.サイク

ル の 一 時 期 に 遠 、親等のものを同居させるという形態が多く，子供数の増加によって生ずる生産年
(17)

齢/非生産 年 齢 人 口 J t率の悪化にたいする対応であった。第 2 は流出人口の減少，わが国での用語 

を使えば出稼者の減少による平均世帯M摸の上昇である。 これらの原因が組合わされて，世帯の新 

たな形成が進む一方で，世帯規模の上昇がみられるというのである。

速水データから颗訪藩全体，ないしは地区別の世帯数変化を知ることはできないが，横内村でみ 

るかぎり，1770年代以降の停滞の後，1830年代より戸数は再び増加へ転じている（第8-1因)。 この 

村の宗門改帳を社会人類学的視角から再調査した研究によれば，1850年代，60年代には分家率も上 

昇しているという。 また次節でみるように，工業村落の多かった下筋では，他と比べて戸数増加率 

が高かったという享実がある。

けれども，平均世帯規模には19世紀に入ってから大きな変化がない。 これは郡全体でも，地区別 

でもそうである（第3-1図)。 また，世帯当りの傍系親族の数も無視しうるほど少く，かつ変化も生 

じていない（第3-10図)。 これにたいして，出稼者数には顕著 ;̂J：変化が認められる。19世紀の第2 四 

半期以降，その数が急速に減少しているのである。出稼はもともと湖西岸地区に多く，したがって 

減少の程度もそこにおいて際立っている。 また，出稼に行く者は男子が圧倒的に多かったので，そ 

れも男子に典型的に生じた変化である（第 2-6図)。

このようにみてくると，結婚率の上昇一 とりわけ女子の結婚年齢の低下一 による家族形成の 

促進ということは起らなかったが，男子出稼の減少，村内分家の増加，男子結婚年齢の低下， とい

注(17) Medick (1976)はこれを, ’ Scylla of ‘primary m isery,にたいして， Charybdis of ‘secondary poverty' 

と呼んでいる（p. 306)。ここで‘primary misery'とは，人口増加が急激なため，農村工業i匕によっても生活水準の 

上昇が実現しない状態をい,う0

(18) Cornell (1981), Fig. 7.4 .ただし絶家率も高まる（Fig. 10.6)。
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う形で家族形成上の変化が—— 大々的にとはいえないまでも—— 幕末期には始まっていたと結論で 

きるであろう。しかし，それは同時に，そのようなま族形成上の変化が製糸業の発展によって，あ 

るいはそれのみによって説明できるか， という疑問を生じせしめる。

そこで次節では，製糸以外にも視野を広げ，村別のデータを使って，物産高•物産構成の違いが 

人口 • 世帯数の変化とどのように関連していたか，を検討することにしよう。

F 物 産 高 と 戸 口 変 化 —— 村別データによる観察 

本節で利用する資料は，1815 (文化12)年 「御郡中高迁帳J による戸口数および石高と，1876 (明
(19)

治 9 ) 年 r長野県町村誌J 中の戸口数， 田畑，物産言上，その他の記戴である。 速 水 （19ァ3) は，

すでに両史料から，明治の村と旧村とを突き合わせることによって， この61年間の人口増加率を計

算し，村 ご と の 「差は，養 香 • 製糸と関連があるJ (38頁) という観察をしている。 しかし，そこで

の彼の主要関心は宗門改帳の集If•からえられた地区別人ロ趨勢とどこまで整合的かということであ

ゥたので， 「町村誌J の産業データは必ずしも充分に利用されているとはいえない。た し か に 「町

村誌J の記載^^式と内容は村ごとに異るため，使い易い資料ではない。しかし本節では，戸口増加

率が計算できる，可能なかぎり多くの村について，産業の有無，物産高，米作生産性などを明らか

にし，戸口増加率に影響を与えた経済的要因が何であったかを知る手がかりとしたい。
(20)

表 2 は，ニ時点間の戸ロ増加率が計算できる11か村について，それらの年率を，1815年 の 1戸当 

り石高，1876年の田畑比率および産業にかんする質的情報とともに示したものである。

一見したところ，製糸の行われている村では人口増加率が高いという印象がえられるかもしれな 

いが，良くみれぱその関係はそれほど単純ではない。最も高い増加率を示す湊村の場合，製糸が行 

われているといってもその規模はかなり小さく， また慶応年間の糸会所記録と比べて生産量が減少 

した唯一の製糸村落である。他方，四賀村の生糸生産量は少くないが，その人口増加率は11か村中 

最低なのである。

四賛村とそれに次いで増加率が低い中洲村の田畑比率をみるとわかるように，両村では水田の比 

率が際立って高い。両村とも颗訪湖南岸のデルタ熟田地帯に位置し， r町村誌J の 記 述 に r米質美 

にして出来高多し， 甲斐の国へ少しく輸送すJ , あ る い は 「其質至てまなり多く甲斐驗河の辺へ

注 （19 )調訪教育会（1966), 324-36頁 ；長野県（1936),諷訪郡。

(2の本表の増加率が速水（1973)の第1-5表と異るのは，次の3点においてである。（イ)戸数の増加率も示されている。（ロ） 

後者に含まれている米沢. 境の2か村は，2時点間の比較が厳密にはできないので省力、れている。H 平野.川岸両村の 

人口増加率が異る。川岸村の場合は（表注2参照）それほど大きな違いではない力'、，平野村についてば，典拠となった 

諷訪教W会 （1966) 328頁の当該欄に誤記があるため，0.96から0.57%へと大幅な修正となっている。それゆえまた， 

r予想されるごとく，この60年間に，人口増大の最も大きいのは平野村……であり，年率にして約1% の増大を続けた 

ことになるJ (36頁）という表現にも修正が必要となる。
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〔％) 
.75 1) 

.52 

.23 

.63 

.03 

.04 

.14 

.15 

.42 

.09 

.14

資料：諷訪教育会（1966), 324-32頁 ；長野県(1936),頸訪郡。平野村については，その他に平野村（1932)上巻，130-4頁。

1)1815-74年，いずれも若官新田• 小梅沢新田分を除く。

2 ) 1876年の族籍別人ロが不明のため推計値。総人口マイナス士族戸数X (上諷訪•川岸を除く）平均士族世帯規模。

3 ) 平野. 四賀. 富士見村の場合はI I家1戸当り。その他の填合，分母は平民総:戸数。湊村も非長世帯が少からず存在した 

ので長家戸数で割ることが望ましいが，職業別戸数が得られないので，紘戸数1戸当りの数値が示されている。

4) 「町村誌J の民業に力、んする記載による。職業別戸数が示されている場合，商工が10% 以上のとき0, 5% 未満のとき 
A とした。10%未満，5%以上の村は存在しない。

(21)

輸出すJ とあるように，颗 訪 郡 の 「穀倉地帯」であった。兩村以外ではほとんど大部分，田畑比率 

が 2 未満，すなわち総耕地のうち3 分 の 1 以上が畑であり，人口増加がみられたのはそのような畑 

作の比重が大きいところなのである。享実，年率0.75%で人口が増加した湊村はほとんどが畑地の 

村であった。

湊村は，r謝訪湖の湊なるを以て，（明治に入って）本村の称に改む」とあることからもわかる通り，

純粋の農村ではない。 主要な物産は農産物ではなく， 「輸出大凡四千円」 といわれた魚類であり，

ま た 「運送小船及び漁船二百十A 艘」 と記されているように，漁業のはか，小運送およびそれと関

連した小商をも主要な生業としていた。それに次いで人口増加率の高いのは平野村である。そこは，

湊村と比べれぱはるかに平均的な農村に近かったが， 女子の副業としての製糸の他に，男 子 で は
(22)

rエ商或は漁獵を業となす」 ものも多かったのである。 このような例からもわかる通り，工業生産 

以外に，運 送 • 商爱活動なども人口変化に無視しえな、影響をもったのではないかと思われる。

最後に，農業生産の影響もまた無視しえない。極端に水田の多い四賀 . 中洲村と，極端に水田の 

少い湊村を除くと，人口増加率は1815年における1戸当り石高とも正の相関をもっているようにみ 

えろ。石高は貢租賦課基準であり，農藥収獲量のきわめてラフな代理指標でしかないけれども，そ

注 （21) 長野県(1936), 3299, 3316頁。それぞれ，中洲，四賀村に力、んする記述である,

(22)長野県(1936), 3289-92頁，3274頁。
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表2 戸口场加率と村落経済の特性：11か村，1815-76年

「三田学会雑誌」75卷 3 号 （1982 ^ 6月）

平民本籍戸口年増加率（1815~76 ^ ) 1戸当り石高 田畑 比率 1戸当り田畑3) 産業（1876年）

^  (1815年） （1876年） （187畔 ） 製 糸 商 工 業 4)漁業

1.平野

2.川岸

3.長地

4.湊

5.四賀

6.中洲

7.北山

8.泉野

9.原 

10本鄉 

11.富士見

0 

0 
0 

A 

0 
0 
0 
0 
0

0
8
8
7
4
7
7
2
3
4
3
5

^

4
5
7
4
5
7
7
8
9
9
8

3
9
5
2
4
7
6
0
6
5
0

1
A 

O
W 

I
X 

4̂ 

I
X 

I
X 

0̂

(石）

4.16

3.87

5.83

2.21

4.39

5.91

4.62

3.71

3.56

2.95

2.53

%) 
,571) 

.46 2) 

.49 

,75 

.07 

,16 

.26 

.33 

36 

28 

.25



田 1反当り1) 

米収獲高

1戸当り物産高

農 産 2) ェ 産 3) 合 計

(石）
1.9

1.8

(円）
23.0

43.0

18.1 

39.0 

25.8 

10.5

(円）
63.5(52.0)

31.2(25.5)

1.7

0.5

0

9.1

P

 
5
 
2
 
8
 
5
 
8
 
6

(

6 
4
 
9
 
9
 
5
 
9
 

8
 
7
 
1
 
3
 
2
 
1

資料：物産，田畑面積一長野県（1936); iffi格一内務省勧H局 （1876/1964)。

1 ) もし収獲高に！̂ が含まれていないと仮定できれば，この数値が通常いうところの反当収量に等しくなる。しかし 

実際には陸稲も作られていたであろうから，原データを前提とするかぎりやや過大な推計ということになろう。

2 ) 米と養蛋。

3 ) 生糸，小倉地，綿布，麻布，清酒，寒天。ヵダコ内は生糸の生産額。

本表の物産高は限られた品目をもとに計算されたもので，その合計額も物産総額を表わすもので 

はない。それらのうちウェイトの大きい品目は，農産物では米，エ産物では生糸と清酒である。製 

糸は女子労働力を主とした農村工業，酒造は男子労働力を主とした非家内工業的な産業であるので, 

それらの合計額でもって経済構造の大要を把むことができると考えても差支えないであろう。

図 2 は，表 3 の値と戸口増加率との組合せをドットしたものである。 まず1戸当り物産合計額と 

の 相 関 （• 印）をみると，人口増加率との間に非常に強い正の相関があることがわかる。 1戸当り 

物産高の水準が高い村ほど人口増加率は高かったといってよいであろう（ただし，バネルBからわか
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の事実は，農業生産量も人口変化と無関係ではなかったことを示唆する。平野村は，農業生産性も 

低くはなかったのではないだろう力、。

以上は人口増加率についてであったが，戸数の場合もほぱ同まのことがいえそうである。しかし 

この場合は，最高の増加率を示す村が平野村に変わる。 また，A ヶ岳山麓に位置し，二方を原野で 

囲まれ，副業機会も皆無に近かった原村で比較的多くの戸数増加があった点も異っている。 この村 

の旧村は，すべて親村のない新田であったので，村民の入植年代が新しく，分家に土地を分与する 

余地がまだあったのではないかと思われる。

以上の，. 表 2 からえられた観察は，必ずしも厳密なものではない。 とくに物産高との関連につい 

ては，漠然とした印象論の域を出ない。前述の通り，「町村誌」の物産記載に統一性がなく，また.数 

字が示されていても信憑性に欠けるものが散見されるからであるが，表 2 の11か村中6 か村につい 

ては， いくつかの主要品目にかんし比較的正後と思われる数値がえられるので， そ れ ら を （農業生 

産にかんする情報とともに）表 3 に示す。なお， 本表からは， 田畑比率の極端に高い村と極端に低い 

村が落ちていることに注意されたい。それゆえ， 6 か村の地形条件はほぽ同じであったとみてよい 

であろう。

表3 明活初年の米作反当収量と1戸当り特産高：6か村，1876年

平野 

長地 

北山 

泉野 

原

富土-



0  2 戸口境加率と1戸当り物産額の相関

r三田学会雑誌j  75卷 3 号 G 982年6 月）

A 人口増加率

(%) 農産額との相関 
r -.839

1戸当り物産高（円）
資料：表2, 3

る通り，戸数の増加率も高かったとは必ずしもいえない）。予想されるように， エ産物のみをとっても人

ロ増加率との比例関係はえられる。 しかし，因示を省いたが，相関は多少弱くなる（グニ0.839) 。戸

数との相関も認められ（バネルB, +印)， 土地分与を伴った分家独立の可能性がまだ若干残ってい
(23)

たと考えられる原村を除くと，人口とのヶースよりもかえって強い相関が観察される。農産物の場 

合，戸数増加との関連はない。人 口 増 加 と も （バネルA, X印），平野村の位置が大きく左へずれて 

いるので，一見したところ相関は弱いようにみえる。 しかし平野村の場合，農 家 1戸当り耕地面積 

が極端に低い（表 3) ことからも想像がつくように， 他 村 と は 異 っ て （今日いうところの）第 2 種兼

注 （23)原村の1戸当り#f地面積をみると（表3 ) , 1876年の段階でもまだ他村と比べてかなり大きい。これも，徳川後期に 

土地細分化の余地（ないしは小規模開塾の余地）力'、多少は残っていたことを示唆している。
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業農家化がかなり進んでいたとみられる。バネルA には，そこで，平野村を除いた場合の回帰線を 

引いておいたが，その関係は， 1 戸当りの農産額ではなく，田 1反当りの米収獲量をとってみると 

一 層 明 瞭 と な る （グ=0.900)。以上を要約すると，

( 1 ) 戸数の増加に影響を与えたのは，土地細分化の可能性があったか否かであった。そしてその 

可能性は，分家にたいし土地を分与する余地があったか否か，あるいは村内に非農業的生産活動が 

あったか否かに依存していた。徳川後期には—— 原村のケースは例外として—— ほとんどの村で前 

者の可能性がなくなってしまっていたこと， また最も戸数増加率の高かった平野村では士地細分化 

が極端に進んでいたことを考えれぱ，それだけ後者の重要度が高まったといえる。

( 2 ) 1戸当りエ産額は人口の増加率とも相関をもっていた。 この事美は，幕末.明治初年の人口 

増加を製糸案の発展と結びつけて考える，従来の見解と整合的である。 しかし，生糸生産額が最も 

多かった平野村は，男子を雇用する酒造業生産額でも（6 か村のなかでは）最高だったのであり，11 

か村中最高の人口増加率を示した湊村では製糸がそれほど重要ではなかった享実を考え合わせると， 

製糸業の人口成長への影響力のみを強調するのは適当でない。

( 3 ) 人口の増加率に無視できない—— あるいは一層重要な影響を与えた要因は，農業生産， とり 

わけ米作の発展であった。米作反当収量は人口増加率と強い相関をもっていたし， 1戸当りでみて 

も，エ産額だけをとるよりも農産額との合計額でみたほうが相関がよかったからである。

もちろん，最後の点にかんしては，中筋の村々において人口増加率が最低であったという事実を

.忘れることはできない。しかし第一に，そのような自然条件に恵まれた平場の穀含地帯では住宅新

築の余地が限られていたのにたいし， より起伏にまんだ地形の（たとえば）平野村では，段丘部への

集落拡大が可能であった。第二に，' 中筋デルタの村々では，米作反当収量が明治初年で3石前後の

水準に達していたといわれるが，19世紀初頭からの上昇率という点では，中筋よりも下筋のほう力；

高かったかもしれない。中筋でも，幕末から明治初年にかけて，購入肥料の利用およびr渋抜」 と

呼ぱれた暗渠钟水の普及による反収の増加は，たしかにあったらしい。しかし，反 当 3 石前後とい
(24)

う際立って高い水準が，そう短期間に到達できる水準でなかったこともまた否めない。 これにたい 

して水田比率の上であまり恵れない他の地域， とりわけ製糸業が根づいた下筋の村々では，19世紀 

初頭の頃より明治初年にかけて—— 低い水準からではあるが—— 米作の生産性が相当に上昇し，中 

筋の水準に近づいたのではないだろう力、。

このような疑問にたいして，人口の時間的変化と物産のクロ ス • セ クション的差異とを突き合わ 

せた考察では，充分に答えることができない。そこで次節では，農業生産の変化を追ってみること 

としたい。

注 （24)明治初年の中筋における米作については，海野（1959)による。ただし，この高水準の反当収量は，中筋の村々 でも 

デルタ上に立地している村に限られていたようである。中洲村の東隣の湖南村では，明治年間を通じて2石水準を超え 

ることがなかったからである（高山，1962: 71頁)。
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V 農 業 の 変 化

本稿では19世紀課訪地方の分析を，人口と製糸業の時間的変化をトレースすることから始めた。 

そこで蹄括りとして，その間に，農業においても変化があったかどうかを検討しよう。 とくに，製 

糸業地域において，米作を切りすて，農村工業に特化する方向へではなく，前節末で示唆したよう 

に，地域の米作反当収量をも高める方向へ（少くとも明治中期までは）向っていたかどうかを検討する。 

徳川期におけさ農業変化を具体的にトレースすることは，農村工業の場合以上に難しいが，幸い今 

井村今井作内家の農業経営記録力1中 村 他 （1962) によって整理されているので， それを手がかりに 

みることにしたい。今井村は，明治に入って岡谷村等と合併し平野村となった。その地域は開港以 

降製糸家が族生したところであり，その意味でも，本節の目的に適当な事例を提供してくれる。

まず，明治初年における米の反当収量からみることにしよう。『平野村誌』は役場統計による作付 

反別と収量とを表示しているが，それによれぱ1877 (明治10)年に1.6石，明治20年 代 （1890年前後）
(25)

には2.7石の水準に達し，以後大正期へ向って低下している。 明治後期における水準の低下は，そ

の地域の工業都市化に伴う実際の変化を反映していると思われるが，明治前期の水準上昇が実態上

の変化なのかどうかは疑わしい。前 節表3 が 示 す 「町村誌J の数値は一 計算上多少高目かもしれ

ないが一 1876年 で 1.9石となっているからである。そして， こ の 「町村誌」 の数値すら，実際よ

り低目であったことを示唆する事実がある。

中 村 他 （1962)によれぱ，地租改正時に当局より示された田方の反当収量は，平野村今井区の場合

1.2石であったが， そ れ は r実際には……きわめて低い見積りであるJ。 1875 (明治8) 年の今井区

平均小作預ヶ高が，中 位 の 等 級 （3-4)の田地で1.0石，最高では1.3石に達しているからである。

今井作内家の田方平均小作料も，その前年の数値で1.3石である。1874 (明治7 ) 年 の r村寄」によ

る小作料率は42%であるから，それから推せば，中位の小作地でも2.4石，最高の土地では3.1石も 
(26)

獲れたということになる。小作料率は等級によって変るので,.これはもちろん一つの目安にすぎな 

い。しかし，中 筋 • 穀倉地帯の村々における3 石という水準には及ばないものの，それにかなり近 

い水準に達していたということは間違いないところであろう。

これにたいし，徳川期の水準を知る手がかりは殆どない。例外として，文政期の今井家手作地に 

おける米の収獲がわかる。それによれば，1919 (文政2 ) 年には卸で反当2.0石，21(文政4 ) 年2.5

から2.8石，翌年2.4から2.8石であったという。五合揺とすれば，それぞれ1.0石，1.3-1.4石，1.2
(27)

-1.4石である。村の平均値はこれらよりもやや低い水準にあったであろうが，仮に今弁家の数値を

r三田学会雑誌J 75卷 3 号 （1982年6 月）

注 〔25 )平野村（1932)上巻，208-9頁。

(2 6 )以上，中村他（1962), 678-9頁による。なお， r村寄j では，平均収積も小作料もともに低く見積られている。

(27)中村他(1962), 434-7頁による。1821-22年の数値に幅があるのは，田の手作面積の推定値に幅があるからである。
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もってこの時期の今弁村全体の生産性水準を代表しうるとしても，明治初年の水準の約半分である。

60年間で2 倍ということは，平均年率にして1% を若千上回る，非常に高い農業生産の成長があっ

たことを意味する。たとえ明治初年の水準として「町村誌J による1.9石の方が実際により近かっ

たとしても，約50%の増加であり，平均年率にして0.6ないし0.7% , この間の平野村人ロの境加率

0.57%を下回らない農業成長であった。

これは，岡谷村周辺が中筋の村々とは違い， 「至而地内狭ク家数人別已多く御座候而，田畑産物

ニ而ハ夫嗔引足不申，毎 年 他 所 米 買 入 」ねぱならず，それゆえにこそ農村工業（製糸，その前段階
(28)

では綿打）が根づいた地域であったことを考えれば，驚くべき享実といわなければならない。

もちろん，上記の数値にあまり大きな意味をもたせることは危険であろう。明治初年の反当収量

は推測の域をでず，徳川期につ '̂ 、ては僅か一農家の記録によっているからである。 またニ時点間の

比較だけでは，いつ， どの時点で反当収量の伸びがみられたか，はわからない。しかし，米作収量

にかんする資料はこれ以上えられないのであるから，少し別な角度から変化を追うことにしよう。

今井家の記録は，1770年代より1820年頃にかけて，徐々にではあるが農業技術上の変化が起きて

いたことを教えてくれる。1770年代，すなわち安永期は， r元禄ー享保期に次ぐ大きな転換期J で

あった)。そ の 頃 （第n節でみたように）生糸生産の発展に伴い， 桑栽培が進む一方，米 作 •畑 作 に お

いて購入肥料が増えた。 今井家では，享 保 期 （1720年代）にすでに購入肥料の記録がみられるが，'
(30)

この時期にその種類と消費量が増えたのである。

さらに， 数字ではっきり確認できることとして—— た だし中村他（1962)では充分に注意か払わ 

れていないが—— 苗代への播種が薄薛化していったことがあげられる。表 4 の 第1欄はその過程を

表4 今井村今弁家の手作経童，1788-1874年

苗代1坪当り播種量（合）
米換算の襄業日雇賃金（合） .

男子 女子

1788年 7.2 7.0- 6.7-

1796-99年 7.5-6.2 16.8-8.4 11.4-

1819-22̂ ^ 6.0-5.3 19.4-9.4 19.4-3.3

1874年 6.7* 23.4-9.7 15.1-5.9

資料：中村他（1962), 406, 418, 435-7頁；岩本（1974), 299頁；斋藤（1973),185頁。

* 今弁四郎左衛門家，これ以外はすべて今弁作内家。なお，1872年についても坪当り播種量が得られるが， r出入者など 

に （種ほ!を）分けてやったのかも知れない」といわれるほど異常に高い数値となるので，採らなかった。

示す。決して急激な変化ではないが，1820年代へ向って着実に後種量が減少しており，選種技術に 

改善があったことを窺わせる。同表には，今井家が雇用した農作日雇の実質賃金も示してあるが，

注 （28) 1868〔慶応4 ) 年岡谷想鄉村塞出しのr筆之沢開発願J , 平野村(1932)下巻，11頁。

(29)中村他〔1962), 43頁。元禄の頃までに耕地開発が行われ，人口 • 戸数の顕著な増加， 世帯規模の縮小が起った， 

いうのが第一の転換期である。

(3の中村他（1962), 406, 418, 440頁。
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それが同じ期間に上昇したという享実は，同家の農業経営効率全体が高まっていたということ，そ 

れゆえ収獲量も増加していたであろうことを推測させる。

このように，1820年まで.に今井家の農業技術に改善がみられたことは否定できない享実といって 

よい。しかし表4 は，それ以降明治初年までの間，同家の技術水準が停滞的であったことをも示唆 

する。1830年代より70年代にかけて農業経営の詳細がわかる頻度が少くなっているので，明言はで 

きないのであるが，他方，農業経営記録が少くなったということ自体，同家の手作規模が縮小した 

ことの反映なのであり，それはまた，手作経営における収獲の増加が見込めなくなったことを物語 

っているように思える。

これにたいし，同家の小作料は幕末期に上昇したらしい。それ以前の小作料水準については，18

世紀にすでにそれが石盛を超えるケースがあったことと，1820年代の数件の事例から，かなりの高

さにあったことが推測される。ただし，はっきり値上げの事実が把めるのは1853 (嘉永6 )年からの

10年間に限られる。その間，計31筆の田畑について延36回の値上げが記録されており，その半分以

上は畑地であったが，田地の場合も3 分 の 1含まれていた。畑地における小作料の上昇は，幕末期

の製糸業の発展に伴う桑葉需要の増大を考慮すれぱ当然ともいえるが，田地においても上昇がみら
(31)

れたという事実は，その背後に小作人レペルにおいて米作経営効率の向上があったことを窺わせる。

以上をまとめると，次のようにいうことができる。今井村における農業改良は，1770年代にまず

手作地主層において始まり，それは1820年代まで続いた。 しかしその技術は，次第に下層の農家へ
(32)

と広まってゆき，幕末期には小作農家においても米作の生産性向上が実現し，上層農家との生産性 

格差が縮小した。その結果，地主手作経営は後退したが，村全体としては反当収量水準を向上させ 

ることになった。それゆえ，19世紀初頭より1870年代にかけて，平均年率にして1 % 近い農業の成 

長があったとしても，決しておかしくはないといえよう。

以上，製糸業が発展し，それと伴に人口の増加をみた岡谷周辺の地域においても，米作における 

生産性の上昇があったことが確認された。そして，その農業発展は，製糸業における2 段階の発展 

とほぽ同時併行的であり， また成長率の点で，人口増加率と同じか，それを上回る程度の変化であ

ゥ/ニ 0

M 要 約 と 結 論

第 !！一V 節での発見享実を要約しよう。 まず第一に，調訪郡全体では1840年代より，岡谷周辺地

「三田学会雑誌J 75巻 3 号 （1982年6 月）

注 （31)以上，中村他（1962), 214-5, 480, 551頁。

(32)今弁村についてはわからないが，1830年代後半から普及を始めるr渋抜J (暗渠揉水）の普及が，1857 (安政4) 年 

の大洪水以降，中筋から下筋の村へも広まったということも無視できない。頸訪教育会（1966), 643~4頁参照。
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域では19世紀初頭より始まった人口増加の人口学的要因としては，婚姻出生率の上昇が最も重要で

あった。次に重要な要因をあげれぱ死亡率の低下， とくに成人女子の死亡率が低下したことであろ

うが，結婚率はほとんど重要性をもたなかった。 とりわけ，女子の結婚年齢• 有配偶率は，予想と

は逆の動きすら示していた。

経済サイドでは，通常いわれているように養養. 製糸のみが発展をしたわけではなかった。米作

においてもまた反当収量の増加があり，他方では製糸と直接• 間接に関連する諸営業も発展した。

しかもこれらは，必ずしも地域間分業という形態をとって発展したのではなく，岡谷周辺の場合，
(33)

一地域内でこれらすべての成長がみられたのである。

それゆえ，序論の問題へもどれぱ，次のような結論および含意を引きだすことができよう。

( 1 ) 農村工業化が女子の結婚年齢を低下させ，そのことによる出生率の上昇が人口成長を促進し 

た， というプロト工業化論の仮熟は，19世紀颗訪地方の場合あてはまらない。

( 2 ) それにたいし，養 養 . 製糸業地域ではあっても，主穀農業の発展，それによる農民生活の向
(34)

上が自然出産力の上昇をもたらした， という可能性を無視できない。

( 3 ) しかし，製糸業の成長が人口増加に何の影響も及ぽさなかったというのではない。婦女子の 

賞引収入が， （家計に占めるウェイトは米作に及ぱなかったかもしれないが） やはり生活水榮の向上に寄 

与したであろうことは考えられる。

( 4 ) また，製糸業の発展が家族形成にたいし促進的役割を果さなかったというのも，やはり正し 

くない。製糸業の存在と世帯数の増加との関連は観察されたし，男子の結婚年齢がそれに応じて下 

がるという動きも—— 非常に顕著というわけではなかったが—— みられたからである。しかしそれ 

は，男子もまた家内副業としての糸引に従享したからではなく，製糸業の発展がそれと直接.間接 

に 関 連 し た 経 済 活 動 （商業，運輸業，手工業など）を活発化させ，それが零細な農地， 時には宅地の 

みの分与で分家独立できる可能性を男子に与えたからなのである。 この点，農村工業が家族•世帯 

形成に影響を与える際の，西欧における場合とは異った一つのバターンを示唆しているといえよう„

注( 3 3 )これは，しかし，比較優位の原理が，まったく効いていなかったことを意味しない。現象的には地域間特化がみられ 

なくても，それは他の要因（とくに農村経済への市場浸透度）が異っていたためであるかもしれないからである。また， 

地域内農業生産力水準の上昇が農村工業化の必要条件と主張しようとしているのでもない。その点ではむしろ，長村家 

内工業が定蓉する条件としては主穀生産に比較劣位をもつということがあったが，その後の裹村工業化と，それに伴う 

市場経済活動水準の上昇が農業変化を促がした，ということではなかったかと考える。 Saito (1981/82)を参照。

( 3 4 )この場合，出産制限が実施されれぱ，自然出産力の改言が出生率の上昇に結びつくとは必ずしもいえなくなる。しか 

し，制限が行われていたと推測される横内村でも，それは175レ1800年コーホートについてであって，1801年以降に生 

れた女子の出産力にかんしては，出産制限の影響は（もしあったとしても）小さくなっていた（速水，1973:第12-6 

m .第12-17表)。
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